
  

埼玉県景気動向指数  

－令和６年（２０２４年）１月分（暫定値）－ 

 

 
 

景気動向指数（ＣＩ一致指数）は、足踏みを示している。  

 

 

・ 1 月の CI は、先行指数： 108.0、一致指数： 75.8、遅行指数： 79.9 となった。  

（平成 27 年＝ 100）  

・一致指数は、前月と比較して 3.7 ポイント下降し、 2 か月ぶりの下降となった。  

・ 3 か月後方移動平均は、 1.80 ポイント下降し、 3 か月連続の下降、 7 か月後方移動

平均は、 0.77 ポイント下降し、 2 か月ぶりの下降となった。  

 

 

 

 

基調判断  

令和６年３月２８日  

埼玉県総務部統計課  



埼玉県景気動向指数 

－－令和６年（２０２４年）１月分まで－－  
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＜御利用上の注意＞ 

毎月勤労統計については、労働者数推計のデータ更新に伴う作業を行うため、 4 月中

旬頃の公表を予定しています。したがって、景気動向指数は「 C2 県所定外労働時間指

数 (調査産業計 )」「 Lg2 県常用雇用指数 (全産業 )」「 Lg7 県名目賃金指数 (定期給与・製

造業 )」について、令和 6 年 1 月分の数値が反映されていない暫定値です。  

この指数は毎月遡及改訂されます。（※）  

御利用の際は、過去の数値を含め、最新の公表分を御参照ください。  

※   この指数を作成する際に県統計課で行っている季節調整については、対象系列の全期間の

季節調整値を毎月再計算する方式を採用しています（同時調整方式）。このため、当該個別

系列の季節調整値及びそれらに基づく景気動向指数も毎月遡及改訂されます。  

 

 

 

◆埼玉県統計課ホームページ  彩の国統計情報館では、埼玉県が公表している各種統計データを

掲載しています。ご活用ください。

本表についてのお問い合わせ等は下記にお願いします。  

 

〒 330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂 3-15-1 埼玉県総務部統計課  経済分析担当  

電話  048-830-2327（ダイヤルイン）    メール  a2300-07@pref .saitama.lg. jp  

 

 

  

 

 

 
統計情報館  

mailto:a2300-07@pref.saitama.lg.jp
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１ ＣＩ先行指数の動向 

 

(1) 先行指数の推移 

・先行指数は、前月と比較して 1.6ポイント上昇し、3か月ぶりの上昇となった。 

・3か月後方移動平均は、2.77ポイント下降し、5か月連続の下降、7 か月後方移動平均は、

1.07ポイント下降し、11か月連続の下降となった。 

 

 

 

(2) 先行指数採用系列の寄与度 
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２ ＣＩ一致指数の動向 

 

(1) 一致指数の推移 

・一致指数は、前月と比較して 3.7ポイント下降し、2か月ぶりの下降となった。 

・3か月後方移動平均は、1.80ポイント下降し、3か月連続の下降、7 か月後方移動平均は、

0.77ポイント下降し、2か月ぶりの下降となった。 

 

 

 

(2) 一致指数採用系列の寄与度 

 

  



- 3 - 

 

３ ＣＩ遅行指数の動向 

 

(1) 遅行指数の推移 

・遅行指数は、前月と比較して 0.2ポイント下降し、3か月連続の下降となった。 

・3か月後方移動平均は、1.10ポイント下降し、8か月連続の下降、7 か月後方移動平均は、

0.65ポイント下降し、12か月連続の下降となった。 

 

 

 

(2) 遅行指数採用系列の寄与度 
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４ ＣＩ時系列グラフ 

 (1) 先行指数                                                  （平成 27年(2015年)=100) 

 

(2) 一致指数 

 

(3) 遅行指数 

 

※ 縦線は埼玉県景気基準日付、網掛け部分は県の景気後退期。 
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５ ＣＩ（コンポジット・インデックス）時系列表 
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６（参考） 「外れ値」処理なしＣＩ時系列グラフ 

（平成 27年(2015年)=100)   

(1) 先行指数 

 

(2) 一致指数 

 

(3) 遅行指数 

※ 縦線は埼玉県景気基準日付、網掛け部分は県の景気後退期。 
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７（参考） 「外れ値」処理なしＣI時系列表 
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８ 個別系列の推移（接続補正済み季節調整値） 

 (1) 先行系列 

注１ L4及び L5（※）は埼玉県景気動向指数のため今回作成した季節調整値であり、原データの公表値とは異なります。 
注２ L4及び L5（※）は毎月遡及改訂します。また、他の値も改訂される場合があります。最新の公表値を参照してください。 
注３ L1は基準年の違いによる不連続を補正しているため、原データの公表値とは異なります。 
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(2) 一致系列 

注１ C2、C5、C6 及び C7（※）は埼玉県景気動向指数のため今回作成した季節調整値であり、原データの公表値とは異なります。 

注２ C2、C5、C6及び C7（※）は毎月遡及改訂します。また、他の値も改訂される場合があります。最新の公表値を参照してく

ださい。 
注３ C1、C2、C3、C8及び C9は基準年の違いによる不連続を補正しているため、原データの公表値とは異なります。 
注４ C4は平成 30年（2018年）10月分の公表時から「就業地別」のデータに変更しました（従前は「受理地別」）。これに伴い、

指数算出の開始月である平成 11年（1999年）4月に遡及して改定しています。なお、平成 17年（2005年）1月以前について
は、「就業地別」データは公表されていないため、受理地別の値に対する就業地別の値の比率から推計した値を使用していま
す。 
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(3) 遅行系列 

注１ Lg2、Lg4、Lg6 及び Lg7（※）は埼玉県景気動向指数のため今回作成した季節調整値であり、原データの公表値とは異なり

ます。 

注２ Lg2、Lg4、Lg6 及び Lg7（※）は毎月遡及改訂します。また、他の値も改訂される場合があります。最新の公表値を参照し

てください。 

注３ Lg1、Lg2及び Lg7は基準年の違いによる不連続を補正しているため、原データの公表値とは異なります。 

注４ Lg4は基準年補正に起因する不連続を再補正しているため、2005～2009年の値が原データと異なります。 

注５ Lg3は令和元年（2019年）10月分の公表時から「原データのとおり消費税引上げ分を含む」データに変更しました（従前は

「消費税抜き」）。これに伴い、指数算出の開始月である平成 11年（1999年）4月に遡及して改定しています。  
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９（参考） ＤＩ（ディフュージョン・インデックス）変化方向表 
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１０（参考） ＤＩ（ディフュージョン・インデックス）時系列グラフ  

(1) 先行指数  

 
(2) 一致指数  

 
(3) 遅行指数  

 
※  縦線は埼玉県景気基準日付、網掛け部分は県の景気後退期（平成 10 年度（1998 年度）以前については参考値）。  
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１１（参考） ＤＩ（ディフュージョン・インデックス）時系列表 
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１２（参考） 累積ＤＩグラフ 

 

※縦線は埼玉県景気基準日付、網掛け部分は県の景気後退期（平成 10 年度（1998 年度）以前については

参考値）。 
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１３ ＣＩを用いた景気の基調判断の基準 

本基調判断については、当月のＣＩ一致指数の前月差が一時的な要因に左右され安定しないため、３か月後方移動

平均と７か月後方移動平均の前月差を中心に用い、当月の変化方向（前月差の符号）も踏まえて行う。 

なお、３か月後方移動平均と７か月後方移動平均は、変化方向（前月差の符号）に加え、過去３か月間の前月差の

累積も用いる。 

《基調判断の定義と基準》 

注 1） 

・「①改善」又は「②足踏み」から、「④悪化」又は「⑤下げ止まり」に移行する場合は、「③下方への局面変化」を

経る。 

なお、「①改善」又は「②足踏み」から、「③下方への局面変化」に移行した時点で、既に景気後退局面に入った可

能性が高いことを暫定的に示している。 

・「④悪化」又は「⑤下げ止まり」から、「①改善」又は「②足踏み」に移行する場合は、「③上方への局面変化」を

経る。 

なお、「④悪化」又は「⑤下げ止まり」から、「③上方への局面変化」に移行した時点で、既に景気拡張局面に入っ

た可能性が高いことを暫定的に示している。 

注 2）「①改善」又は「②足踏み」となった後に「③上方への局面変化」の基準を満たした場合、及び、「④悪化」又

は「⑤下げ止まり」となった後に「③下方への局面変化」の基準を満たした場合、「③局面変化」は適用しない。 

注 3）特記すべき事項があれば、基調判断に付記する。 

注 4）定義の欄の「景気拡張」及び「景気後退」については、すべて暫定的なものとする。 

 

ＣＩ一致指数の「振幅」の目安（標準偏差） 

３か月後方移動平均 1.38 

７か月後方移動平均 1.07 

（1999年 4月から 2023年 3月まで）  

基調判断 定義 基準

①改善 景気拡張の可能性が高いことを示す。
・原則として３か月以上連続して、３か月後方移動平均が上昇
・当月の前月差の符号がプラス

②足踏み
景気拡張の動きが足踏み状態になって
いる可能性が高いことを示す。

・３か月後方移動平均（前月差）の符号がマイナスに変化し、マイナ
ス幅（１か月、２か月、または３か月の累積）が１標準偏差分以上
・当月の前月差の符号がマイナス

③局面変化
       注1、2）

上方への
局面変化

事後的に判定される景気の谷が、それ
以前の数か月にあった可能性が高いこ
とを示す。

・７か月後方移動平均（前月差）の符号がプラスに変化し、プラス幅
（１か月、２か月、または３か月の累積）が１標準偏差分以上
・当月の前月差の符号がプラス

下方への
局面変化

事後的に判定される景気の山が、それ
以前の数か月にあった可能性が高いこ
とを示す。

・７か月後方移動平均（前月差）の符号がマイナスに変化し、マイナ
ス幅（１か月、２か月または３か月の累積）が１標準偏差分以上
・当月の前月差の符号がマイナス

④悪化 景気後退の可能性が高いことを示す。
・原則として３か月以上連続して、３か月後方移動平均が下降
・当月の前月差の符号がマイナス

⑤下げ止まり
景気後退の動きが下げ止まっている可
能性が高いことを示す。

・３か月後方移動平均（前月差）の符号がプラスに変化し、プラス幅
（１か月、２か月、または３か月の累積）が１標準偏差分以上
・当月の前月差の符号がプラス

上記①～⑤に該当しない場合は、前月の基調判断を踏襲する。
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１４ 埼玉県景気動向指数の利用の手引き 

 

(1) 景気動向指数とは 

景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済分野を代表し、景気に敏感に反応する複

数の統計指標の動きを統合することにより、景気の現状を迅速に把握するために作成す

る統合的な景気指標です。 

景気動向指数には、主として景気変動の大きさや速さなど景気変動の量的な面を反映

するＣＩ（コンポジット・インデックス）と、主として景気変動の方向（風向き）や景

気の転換点（景気の山・谷）の判定に用いるＤＩ（ディフュージョン・インデックス）

があります。 

 

(2) ＣＩについて 

① 概要 

ＣＩは、経済の各分野を代表し、景気の動きに敏感に反応する統計指標の量的な動

きを合成・指数化した経済指標です。 

景気の動きに先行して動く傾向のある先行指数、ほぼ一致して動く傾向のある一致

指数、遅れて動く傾向のある遅行指数の３つの指数があります。 

作成方法はやや複雑ですが、グラフから景気動向を量的に把握しやすく、利用者に

とって直感的にわかりやすいという利点があります。 

 

② 作成方法  

個々の指標の前月からの変化率を求め、一定の方法で調整したうえで合成すること

により作成します。 

（手順） 

ⅰ）各指標の季節要因を、統計処理によって除去します。（季節調整） 

ⅱ）各指標について、前月からの変化率を求めます。 

ⅲ）各指標の基準化変化率（過去の平均的な動きと比較した当月の変化の大きさ

（量感））を求めます。 

ⅳ）各指標の基準化変化率を合成し、当月の「合成変化率」を求めます。 

ⅴ）前月のＣＩの値に当月の合成変化率を累積し、当月のＣＩを算出します。 

 

詳しくは、内閣府のホームページをご覧ください。 

（https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/di3.html） 

 

③ 利用の仕方 

ⅰ 先行指数・一致指数・遅行指数について 

一致指数は、景気の現状把握に適しています。 

先行指数は、景気予測の判断材料とすることができます。 

遅行指数は、景気の局面や転換点の確認等に適しています。 

 

https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/di3.html
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ⅱ 指数の解釈について 

ＣＩでは、一般的に一致指数が上昇している時が概ね景気の拡張局面、低下して

いるときが景気の後退局面であり、また、一致指数の変化の大きさが景気の拡張又

は後退のテンポを表しています。 

ただし、景気の局面を判断するに当たっては、ＤＩも併せて参照することをお勧

めします。 

ⅲ 「外れ値」処理なしＣＩ（参考値）について 

通常、ＣＩの作成に当たっては、一定の方式で異常値（外れ値）を検出し、その

影響を軽減する処理が行われます。 

しかしながら、こうした処理により、指標の変動を過小評価してしまう可能性も

残るため、「外れ値」処理なしＣＩ（参考値）を併せて掲載しました。 

 

(3) ＤＩについて 

① 概要 

ＤＩは、経済の各分野を代表し、景気の動きに敏感に反応する統計指標の変化の方

向（風向き）を合成した総合的な経済指標です。 

ＣＩと同様に、先行、一致、遅行の３つの指数があります。 

 

② 作成方法 

ⅰ ＤＩは、各指標の３か月前からの変化に着目し、プラスの方向に変化した指標数

（「変化なし」は 0.5）の割合（％）を求めることにより作成します。 

ⅱ 累積ＤＩは、毎月のＤＩから 50を引いた値を累積して作成します。  

 

③ 利用の仕方 

ⅰ 一致指数が連続して 50％を上回っている状況が概ね景気の拡大局面、50％を下回

っている状況が概ね後退局面と判断されます。  

ⅱ ＤＩでは、景気の山・谷は 100％や 0％の時点ではなく、50％のラインを横切る

時点のいずれかに概ね対応することに留意が必要です。 

ⅲ 累積ＤＩは、その山と谷が概ね景気の山・谷に対応しており、景気の局面や転換

点を視覚的にとらえやすいという利点があります。 

ただし、景気変動の「量感」を反映するＣＩと異なり、景気変動の方向のみを累

積している点に留意が必要です。 

 

 
埼玉県のマスコット コバトン 
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１５ 季節調整の設定（X-12-ARIMA） 

 

（※１）曜日調整 （一週間における平日と週末の日数構成による調整） 

① 標準曜日調整：tdnolpyear   ② ２曜日型曜日調整：td1nolpyear 

（※２）日本型休日調整 （「平日」における「休日数」の偏差による調整） 

① ⅰ）「月～金型」は月～金を平日とする。 ⅱ）「月～土型」は月～土を平日とするが、1992

年 4月までは第 2・第 4土曜日を、1992年 5月以降は全土曜日を平日中の休日とする。 

② 「盆・暮等を含む」は年末年始（12/29～1/3）、GW中の中 2日以内の平日、盆（8/13～15） 

 なども休日として扱う。 

（※３）うるう年調整 （うるう年の２月とうるう年以外の２月との日数の調整） 

① ダミー変数方式：regressionコマンドで変数として lpyearを指定 

② 事前調整方式：transformコマンドで adjust=lpyearを指定 

（※４）外れ値は、outlierコマンドで検出されたものを採用している。  

Ｌ４ Ｌ５

新設住宅着工面積 乗用車新車登録届出台数

対数変換 なし あり

曜日調整 （※１） なし 標準曜日調整

日本型休日調整 （※２）
月～土型

カレンダーどおり
月～土型

カレンダーどおり

うるう年調整 （※３） な　し 事前調整方式

データ期間 1989.4～ 1989.4～

Ｃ２ Ｃ５　 Ｃ６ Ｃ７

所定外労働時間指数 雇用保険初回受給者数
建築着工床面積

（非居住用・３か月平均）
百貨店・スーパー商品販売額

対数変換 なし あり あり あり

曜日調整 なし 標準曜日調整 なし ２曜日型曜日調整

日本型休日調整 なし
月～金型

盆・暮等を含む
なし

月～金型
盆・暮等を含む

うるう年調整 な　し 事前調整方式 事前調整方式 事前調整方式

データ期間 1989.4～ 1989.4～ 1989.4～ 1989.4～

Ｌｇ２ Ｌｇ４ Ｌｇ６ Ｌｇ７

常用雇用指数（全産業） 家計消費支出 県法人事業税調定額
名目賃金指数

（定期給与、製造業）

対数変換 あり あり あり なし

曜日調整 なし なし なし なし

日本型休日調整 なし なし なし
月～金型

カレンダーどおり

うるう年調整 なし 事前調整方式 なし なし

データ期間 1989.4～ 1989.4～ 1989.4～ 1989.4～

ARIMAモデル (0 1 1)(0 1 1) (0 1 1)(0 1 1)

ARIMAモデル (2 1 2)(0 1 1) (2 1 0)(1 1 1) (3 1 1)(0 1 1) (0 1 1)(0 1 1)

ARIMAモデル (1 1 0)(0 1 1) (1 0 1)(0 1 1) (0 1 1)(0 1 1) (0 1 1)(0 1 1)
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１６ 埼玉県景気基準日付 

埼玉県の景気基準日付を以下のとおり設定しています。 

（令和 4 年 12 月 27 日） 

 
埼玉県 

谷 山 谷 拡張 後退 

第 11循環（参考値） （不明） 1990年 6月 1994年 4月 （不明） 46か月 

第 12循環（参考値） 1994年 4月 1997年 1月 1999年 4月 33か月 27か月 

第 13循環 1999年 4月 2000年 12月 2002年 3月 20か月 15か月 

第 14循環 2002年 3月 2007年 9月 2009年 5月 66か月 20か月 

第 15･16循環 2009年 5月 2018年 5月 2020年 6月 108か月 25か月 

※ 設定に当たっては、学識経験者等で構成する埼玉県景気動向指数懇話会の意見を参考にしています。 

※ 第 15 循環の景気基準日付について、2018 年 5 月を景気の山、2020 年 6 月を景気の谷に設定（確定）しました

（2022 年 12 月）。 

※ 循環名は、国の景気動向指数の景気循環に合わせた名称を使用しています。名称を合わせるため、第 15 循環を第

15･16 循環ということとなりました（2023 年 12 月）。 

※ 個別指標のデータ期間の制約のため、昭和 63 年度（1988 年度）以前については不明です。また、平成 10 年度

（1998 年度）以前（第 11 循環及び第 12 循環）については、県の一致指数による検証ができないため参考値とします。 

（参考）国の景気基準日付 

 全国 

谷 山 谷 拡張 後退 

第 11循環 1986年 11月 1991年 2月 1993年 10月 51か月 32か月 

第 12循環 1993年 10月 1997年 5月 1999年 1月 43か月 20か月 

第 13循環 1999年 1月 2000年 11月 2002年 1月 22か月 14か月 

第 14循環 2002年 1月 2008年 2月 2009年 3月 73か月 13か月 

第 15循環 2009年 3月 2012年 3月 2012年 11月 36か月 8か月 

第 16循環 2012年 11月 2018年 10月 2020年 5月 71か月 19か月 

＜景気基準日付の設定方法について（参考）＞ 

１ 一致指数の各個別系列の山・谷を「ブライ・ボッシャン法」（※）により検出する。 

（※）全米経済研究所（NBER）で開発され、国が景気基準日付を設定する際などに広く使用されている一般的な

「山・谷」検出の手法。①山と山（谷と谷）が 15 か月以上離れている、②山と谷が 5 か月以上離れている、③山

（谷）が系列の終了時点から 6 か月以上離れている、④最も端に近い山（谷）がその後のデータよりも高い（低い）

という条件に照らし、各系列の「山・谷」を判定する。 

２ 各系列の山・谷から、「ヒストリカルＤＩ」を作成する。 

各系列の不規則変動の要素を抑制するため、各系列の谷から山までを全て「＋」、山から谷までを

全て「－」とし、各月について「＋」の占める割合を「ヒストリカルＤＩ」として算出する。 

３ 原則として、ヒストリカルＤＩにおいて、50%ラインを下から上に横切る直前の月を「谷」、上か

ら下に横切る直前の月を「山」とする方針に基づきつつ、景気動向指数その他の経済状況も参考に、

景気基準日付を設定する。 



- 22 - 

 

１７ 個別系列の概要 

 

指標名 季節調整法等 作成機関 資料出所

1 県生産財在庫率指数　（逆サイクル） X-12-ARIMA 県統計課 鉱工業指数（月報）

2 県新規求人数（除学卒） X-12-ARIMA 厚生労働省 職業安定業務統計

3 景気ウォッチャー先行き判断DI（南関東） X-12-ARIMA 内閣府 景気ウォッチャー調査 

4 県新設住宅着工床面積 X-12-ARIMA ※ 国土交通省 住宅着工統計

5 県乗用車新車新規登録届出台数（普通・小型・軽） X-12-ARIMA ※ 埼玉県自動車販売店協会 県内新車登録台数

6 県企業倒産件数　(逆サイクル） 実数 ㈱東京商工リサーチ 全国企業倒産状況  

7 日経商品指数（４２種） 原指数 ㈱日本経済新聞社 日本経済新聞

1 県生産指数（製造工業） X-12-ARIMA 県統計課 鉱工業指数（月報）

2 県所定外労働時間指数（調査産業計） X-12-ARIMA ※ 県統計課 毎月勤労統計地方調査（月報）  

3 県投資財出荷指数 X-12-ARIMA 県統計課 鉱工業指数（月報）

4 県有効求人倍率（除学卒、就業地別） X-12-ARIMA 厚生労働省 職業安定業務統計

5 県雇用保険初回受給者数　（逆サイクル） X-12-ARIMA ※ 厚生労働省 雇用保険事業月報

6 県建築着工床面積（非居住用、3か月平均） X-12-ARIMA ※ 国土交通省 建築着工統計  

7 県百貨店・スーパー商品販売額（実質） X-12-ARIMA ※ 経済産業省 商業動態統計（確報）

8 県生産財出荷指数 X-12-ARIMA 県統計課 鉱工業指数（月報）  

9 県耐久消費財出荷指数 X-12-ARIMA 県統計課 鉱工業指数（月報）

1 県在庫指数（製造工業） X-12-ARIMA 県統計課 鉱工業指数（月報）

2 県常用雇用指数（全産業） X-12-ARIMA ※ 県統計課 毎月勤労統計地方調査（月報）

3 県消費者物価指数（持家の帰属家賃除く総合）（前年同月比） 前年同月比 総務省統計局 消費者物価指数

4 県家計消費支出（勤労者世帯・さいたま市、実質） X-12-ARIMA ※ 総務省統計局 家計調査

5 県有効求職者数(逆サイクル) X-12-ARIMA 厚生労働省 職業安定業務統計

6 県法人事業税・地方法人特別税調定額 X-12-ARIMA ※ 県税務課 業務統計

7 県名目賃金指数（定期給与・製造業） X-12-ARIMA ※ 県統計課 毎月勤労統計地方調査（月報）

※は、景気動向指数を作成する際に県統計課で独自に季節調整を行っているもの。
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